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も規則的償却か減損か，はその後の企業業績を大きく左右するからである。 



























































































































なるという説がある。10)（なお，最近の「のれん非償却説」の論理については，第 2章 6）項参照） 
いずれにせよ，無形資産の価値を維持するには，カネだけではなく不断の努力と創意工夫が
求められることに変わりはない。 






















































































米国における無形資産の分類―上記 1）と 2）を総合－ 
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直接コスト 発生時費用処理 資産化 


















第 3章 研究開発費会計基準の問題点 
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が必要である。 
 












































































































同社経理担当取締役 Dr. H. G. Bruns氏の設例解説によれば，被買収企業の企業価値 8,000に
対して，買収企業は時価 10×800株を発行・給付。ところが被買収企業の資本勘定は 4,500（資
本金 2,500，準備金 500，剰余金 1,500）であったために，買収企業は，子会社投資を 4,500に抑え
る一方，額面 5×800=4,000を資本金の増加，バランス 500は準備金の増加とした。 
     （借方）子会社投資 4,500／（貸方）資本金  4,000 
                     資本準備金  500 
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が，“容易に確認できる市場価値（readily ascertainable market value）”が存在する場合に限
り，資産計上ができる（may be capitalized）とされた（FRS10―14）。 
英国のブランド会計は FRS10以前から会計慣行として存在したが，上記で示した FRS10の
2つの“優しさ”はブランド会計を改めて認知したものと思われる。 




第 5章 米国の新会計基準（SFAS141＆142号）の先進性と問題点 
1）新会計基準の白眉は“コアのれん”論 
米国 FASB は，2001 年 6 月，新しい「企業結合会計基準」（SFAS141）と「のれんとその






それは SFAS141 号の本文ではなく，アペンディックス B の“The Nature of Goodwill"














2001年 6月末表され，それ以降のM&Aから適用されることになった SFAS141号（business 
combinations）は持分プーリング法を禁止し，パーチェス法に一本化した。 
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⑥ 競争入札によるオーバーペイメント，または投げ売り（distress saleまたは fire sale）によ





















コンポーネント 内容 発生場所 会計処理 
① キャピタル・ゲイン 被買収企業 資産簿価修正 
② 認識もれの無形資産 被買収企業 無形資産 
③ 資産総体のシナジー効果 被買収企業 コアのれん 
④ 企業結合のシナジー効果 被買収＆買収企業 コアのれん 
⑤ 買収手段の評価エラー 買収企業 本章 1）項参照 
⑥ 単なる見積もり違い 買収企業 損失，または利得 
   
本章は，「企業会計」2001 年 12 月号に発表した拙稿“米国におけるのれん会計の新しい展
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○FASB「Original Pronouncements VolumeⅢ」2000，John Willy＆ Sons，Inc． 
○Richard G・Schroeder他「Financial Accounting Theory and Analysis」2001，Willy＆ Sons，Inc． 




















○ 分離取得資産は取得原価（at cost）で資産計上（FRS10-9）。 
○ または，“readily ascertainable market value”（同質・多量 
な資産が活発に取引される市場で成立するフェアー・バリュー）（FRS7） 
５，取得後の会計処理 ○ FRS10以前；繰延資産計上または即時償却の選択可（SSAP22） 
































○ Deloitte＆ Touche「GAAP 2002―UK Financial Reporting＆ Accounting」 
○ Barry Elliott＆ Jamie Elliott「Financial Accounting& Reporting―5th Edition」，2001，Prentice Hall 
 























































○IASC「International Accounting Standards 2000」 
○Barry J・Epstein他「IAS 2001 Interpretation and Application」John Willey＆ Sons Inc， 
知的財産権・ブランド・のれんの資産性（藤田） 29 
無形資産会計の国際比較Ⅳ―日本 



















○ のれんは，商法上 5年以内，連結会計原則上 20年以内均等償却 









ただし，支出後 5年以内に均等額以上償却を要す。（商法 286－3） 
○ 平成 10 年の研究開発費会計基準実施により，原則として発生時一括費用
処理に変更された。理由は，研究開発の成功する確率は低く，技術革新のスピ
ードが速まったため。 
ただし，新経営組織の採用や新市場の開拓は開発費に該当せず，もともと発生
時一括費用処理が一般的だった。 
８，ブランド会計 ― 
９，資本連結手続きに
おけるのれんの考え方
と処理 
買収企業の投資と，被買収企業のフェアー・バリュー評価後の純資産に占める
持分との差額（連結調整勘定）は超過収益力を表すのれんとみなし，原則 20年
以内に規則的償却処理（連結会計原則） 
○日本公認会計士協会編「監査小六法」2001，中央経済社 
 
 
